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（証券コード１９２８）
平成２１年４月３日

拝啓　ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。
さて、当社第５８回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご出席下さいますようご案内申し上げ
ます。 敬　具

なお、当日ご出席お差支えの場合は、書面またはインターネット等の方法によって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただきまして、書面による議決権行使を
ご希望の場合は、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成２１年４月２２日（水曜日）午後６時ま
でに到着するようご返送いただき、インターネットによる議決権行使をご希望の場合は、後記の「インター
ネットによる議決権行使のご案内」（次頁）に記載の方法にしたがってお手続きいただきますようお願い申し
上げます。

記
１．日　　時 平成２１年４月２３日（木曜日）午前１０時より
２．場　　所 大阪市北区大淀中一丁目１番３０号

梅田スカイビルタワーウエスト３階　梅田ステラホール
３．目的事項

報 告 事 項 １．第５８期（平成２０年２月１日から平成２１年１月３１日まで）事業報告、連結計算書類
及び計算書類の内容報告の件

２．会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

４．議決権の行使等についてのご案内
「議決権の行使等についてのご案内」（次頁）をご参照下さい。

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し
上げます。

第５８回定時株主総会招集ご通知

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

剰余金の処分の件
定款一部変更の件
監査役２名選任の件
役員賞与支給の件

株主各位
大阪市北区大淀中一丁目１番８８号

積水ハウス株式会社
代表取締役会長（ＣＥＯ） 和　田　　勇



－２－

「議決権の行使等についてのご案内」

１．株主総会参考書類等の記載事項を修正する場合の周知方法
株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、修正後
の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.sekisuihouse.co.jp）に掲載いたしますのでご了承下さい。

２．書面及びインターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取扱い
書面及びインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容
を有効とさせていただきます。

３．インターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取扱い
インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていた
だきます。

４．インターネットによる議決権行使のご案内
インターネットにより議決権を行使される場合は、次の事項をご確認のうえ、行使していただきますようお願
い申し上げます。

（１）議決権行使サイトについて
①インターネットによる議決権行使は、パソコンまたは携帯電話（※ｉモード、ＥＺｗｅｂ、Ｙａｈｏｏ!ケータイ）から、当社の指定する議
決権行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５
時までは取扱いを休止します。）
※「ｉモード」は（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ、「ＥＺｗｅｂ」はＫＤＤＩ（株）、「Ｙａｈｏｏ!」は米国Ｙａｈｏｏ!Ｉｎｃ.の商標または登録商標です。
②パソコンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定さ
れている場合、proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。
③携帯電話による議決権行使は、ｉモード、ＥＺｗｅｂ、Ｙａｈｏｏ!ケータイのいずれかのサービスをご利用下さい。また、セキュリティ確保
のため、暗号化通信（ＳＳＬ通信）及び携帯電話情報送信が不可能な機種には対応しておりません。
④インターネットによる議決権行使は、平成２１年４月２２日（水曜日）の午後６時まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただ
き、ご不明な点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせ下さい。

（２）インターネットによる議決権行使方法について
①議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記載された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用
いただき、画面の案内に従って賛否をご入力下さい。
②株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使
サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承下さい。
③株主総会の招集の都度、新しい「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご通知いたします。

（３）議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（ダイヤルアップ接続料金・電話料金等）は、株主様のご負担となります。ま

た、携帯電話をご利用の場合は、パケット通信料・その他携帯電話利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負
担となります。

（４）招集ご通知の受領方法について
ご希望の株主様は、次回の株主総会から招集ご通知を電子メールで受領することができますので、パソコンにより議決権行使サイト

でお手続き下さい。（携帯電話ではお手続きできません。また、携帯電話のメールアドレスを指定することもできませんのでご了承下
さい。）

５．議決権電子行使プラットフォームについて
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、事前のご利用申込みをいただくこ
とにより、（株）東京証券取引所等により設立された（株）ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利
用いただくことができます。

システム等に関するお問い合わせ
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
電話 ０１２０-１７３-０２７（受付時間 ９:００～２１:００、通話料無料）
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当期の我が国経済は、米国発の世界的金融不安による信用収縮や景気後退懸念により低調に推移しまし
た。さらに９月以降米国金融機関の破たんをきっかけとした世界経済の同時減速が顕著となり、企業業績
は急激に悪化し、設備投資の減少や雇用環境の悪化を招くなど後退局面を迎える結果となりました。
住宅市場では、不動産市況の悪化や、個人所得に改善が見られないこと等に加え、株式市場の低迷によ

る個人の金融資産の減価は、住宅に対する投資意欲の低下をもたらしました。その結果、マンションなど
分譲不動産販売が低調に推移し、建替も目立った動きが見られませんでした。一方、賃貸住宅につきまし
ては、相続税対策を目的とする遊休土地の有効利用など、資産家の不動産投資意欲は都市部における人口
流動化と相俟って堅調に推移しましたが、全体を牽引するまでには至りませんでした。
このような状況の中、当社は戸建住宅に付加価値の高い新商品を投入する等ハイエンドを目指す高級路

線を堅持しつつ、若年層を意識した中級商品の販売を開始するとともに、地域戦略商品を充実し全国的な
拡販に努める商品戦略を行いました。
一方、今後の企業経営の重要な要素となる環境に関する取組みを積極的に行いました。７月に開催され

ました主要国首脳会議（洞爺湖サミット）において、当社が建設に協力しました経済産業省の企画による
近未来型住宅「ゼロエミッションハウス」を、当社関東工場に隣接するゼロエミッションセンターに移設
し、１１月から一般公開し当社の環境に対する取り組みを幅広く発信しました。さらに、環境省が各業界の
トップランナー企業の環境保全に関する行動を更に促進するために創設した「エコ・ファースト制度」に
おいて、業界初のエコ･ファースト企業として認定を受けました。
このように、多方面にわたる事業展開を精力的に行ってきましたが、国内景気の急激な落ち込みは、住

宅市場にも大きな影響を与え、特に戸建住宅販売事業が伸び悩むこととなり、また都市再開発事業におい
ても当初の計画を下回ることとなりました。受注面では、不動産販売事業をはじめ、回復基調にあった工
業化住宅請負事業につきましても減少することとなりました。一方で展示場の統廃合や営業拠点の再編を
進めてきましたが、更なる大幅なコストダウン達成のため、主要５工場による生産体制を見直し、滋賀工
場の生産機能を３月３１日をもって停止することとしました。

事業部門別の業績は次のとおりであります。

（工業化住宅請負事業）
鉄骨戸建住宅につきましては、主力商品「イズオーダー」シリーズに、上質な‘和’の住まいとして高級
志向の顧客層に訴求する「イズオーダーＪ」の販売を開始し、ニーズが高まる和テイストの商品強化を実施
しました。一方で価格帯を中級商品として位置づけたコンパクト商品を発売し、潜在的需要にターゲットを
当て拡販に努めました。また、地域戦略商品も充実させ幅広い顧客層に魅力ある商品展開を行いました。

株主総会招集通知添付書類

事　業　報　告
平成２０年２月１日から
平成２１年１月３１日まで（ ）

１．企業集団の現況に関する事項

（１）事業の経過及び成果
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木造住宅「シャーウッド」では、２階に大容量のセントラル収納を設置し、住まいの収納力を大幅に高
め、高天井空間やスキップフロアを導入した「ルーモア」を発売し、販売シェア拡大を図りました。
また、高度な省エネ技術と太陽光発電システム、燃料電池を搭載しＣＯ２の負荷をほぼゼロにした「Ｃ

Ｏ２オフ住宅」の販売を開始しました。この「ＣＯ２オフ住宅」は、財団法人新エネルギー財団主催の第１３
回新エネ大賞において「新エネルギー財団会長賞」を受賞しました。
賃貸住宅「シャーメゾン」においても、断熱性能に優れた当社建物に加え、太陽光発電などを取り入れ、

「５本の樹」計画に基づく豊かな緑を配し、環境に配慮したＥＣＯ賃貸住宅の提案を行うなど、多様化する
ニーズに応え、販売力の強化に努めました。

（不動産販売事業）
戸建住宅販売事業につきましては、当社「まちづくり憲章」を基に、住めば住むほど、より美しさが深

まり、住まい手の愛着が増す「経年美化」をテーマにした「まちづくり」を行い、「環境共生住宅」の認定
を積極的に取得するなど優良な住環境を形成し、当社販売促進イベント「まちなみ参観日」等を通じて、
販売シェア拡大に努めました。また、国土交通省がストック社会の住宅のあり方を提唱した「長期優良住
宅先導的モデル事業」に沿った団地を開発し、当社分譲地の魅力を前面に打ち出しました。
分譲マンション事業につきましては、三大都市圏を中心に事業展開を行いました。建築においては、戸

建住宅で培ったノウハウを生かし、また地域の生態系再生に取り組む等、コミュニティの形成に役立つ多
彩な仕掛けを施し、住まい手の視点からの設計提案により付加価値を高め、地域に溶け込む美しいまちづ
くりに努め販売をいたしました。その結果、「グランドメゾン伊丹池尻リテラシティ」がキッズデザイン賞
において部門賞を受賞しました。
都市再開発事業につきましては、上期に東京ミッドタウンの持分売却が完了しましたが、下期に売却予

定の物件の解約があり、当初の計画を下回ることとなりました。「御殿山プロジェクト」及び「本町ガーデ
ンシティプロジェクト」につきましては、開発に着手いたしました。その他プロジェクトにつきましても、
当社が長年培ってきました「まちづくり」の思想に基づいた、人間性豊かで環境にやさしい良質な都市再
開発事業を継続して行いました。

（不動産賃貸事業）
不動産賃貸事業につきましては、積和不動産各社との連携により、積水ハウスグループとしての相乗効

果を最大限発揮し、ニーズが高まる都心部を中心に積極的な展開を行った結果、引き続き好調に推移しま
した。積和不動産各社による賃貸物件の一括借上や、管理業務受託等の積極的な推進はもとより、オーナ
ーと入居者双方の満足度の更なる向上を目指す取り組みに努めました。さらに、安定した高い入居率を維
持するため、メンテナンスに積極的に関与することにより良質なストック形成に努め、グループの総力を
挙げて営業力の強化に取り組みました。

（その他事業）
リフォーム事業につきましては、当社既築住宅を対象として「いつもいまが快適」な住まいを求め、そ

の時々のライフステージに適した間取りなどの空間提案から、高性能サッシ、高効率給湯器や太陽光発電
システムの普及促進など、環境に配慮した省エネルギー型のリフォームを積極的に提案し営業活動を行い
ました。また、エクステリア事業につきましては、当社が提案する「５本の樹」計画の思想に基づき、地
域の自生種や在来種の植樹の推進に努め、人と自然が共生するとともに周辺の森や里山へと自然の循環を
広げる豊かな環境づくりをめざしました。
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当期の経営成績につきましては、連結受注高は１兆４,７２９億８千７百万円（前期比６.６％減）、個別におけ
る受注高は１兆５７１億４千７百万円（前期比１１.１％減）となりました。
連結売上高につきましては、１兆５,１４１億７千２百万円となり、前期比５.２％の減少となりました。利益

につきましては、連結営業利益で７３９億６千万円（前期比３２.６％減）、連結経常利益で７７０億７千２百万円
（前期比３２.４％減）となりました。また、特別損失として、株式市場の低迷に伴う投資有価証券の評価損９２億
９千９百万円、全国的な地価の下落による販売用不動産の評価損３４８億８千２百万円を計上したことなど
により、連結当期純利益は１１５億１千６百万円（前期比８０.９％減）となりました。

米国発の世界的な金融不安は、我が国にも大きな影響を与え、実体経済にまで波及するに至りました。
当社はこれらに対処すべく、環境重視の戦略を前面に押し出し、商品の開発・投入や、営業部門の強化は
もとより、展示場の再編や工場における生産ラインの統廃合等によるコストダウンを継続して実施し、経
営体質の強化を図ってまいります。
また、平成２１年度の税制改正において、過去最大規模の住宅ローン減税や、長期優良住宅の新築等の投
資減税が盛り込まれました。当社はそれらの住宅建設を柱とする経済対策を新たな追い風として、積極的
な営業活動を推進してまいります。
株主の皆様におかれましては、一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

（２）対処すべき課題
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（３）部門別受注高及び売上高

工業化住宅請負事業

不 動 産 販 売 事 業

不 動 産 賃 貸 事 業

そ の 他 事 業

合　　　計

次期繰越受注高

３３９，７０２百万円

７１，１０１百万円

－

９２，４２７百万円

５０３，２３０百万円

当期売上高

６８２，８６２百万円

３１７，２７８百万円

３５７，０７５百万円

１５６，９５５百万円

１，５１４，１７２百万円

（注）各事業部門の区分については、「（６）主要な事業内容」に記載しております。

当期受注高

６６９，８９７百万円

２９９，６５１百万円

３５７，０７５百万円

１４６，３６２百万円

１，４７２，９８７百万円

前期繰越受注高

３５２，６６６百万円

８８，７２８百万円

－

１０３，０２０百万円

５４４，４１６百万円

（４）財産及び損益の状況の推移

売 上 高

当 期 純 利 益

１株当たり当期純利益

総 資 産

純 資 産

項目

期別 第５８期

平成２０年２月～
平成２１年１月

１，５１４，１７２百万円

１１，５１６百万円

１７．０４円

１，３８７，２３７百万円

７５４，１３０百万円

第 ５７期

平成１９年２月～
平成２０年１月

１，５９７，８０７百万円

６０，３５２百万円

８７．７０円

１，３４９，４４１百万円

７７０，９６３百万円

第 ５６ 期

平成１８年２月～
平成１９年１月

１，５９６，１８３百万円

６２，６６３百万円

８９．２６円

１，２７８，７７０百万円

７９８，３０２百万円

第 ５５ 期

平成１７年２月～
平成１８年１月

１，５０１，８５７百万円

４３，０２９百万円

６２．９４円

１，０９８，２０３百万円

６８５，７６２百万円

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除）に基づき算出しております。
２．第５６期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成１７年１２月９日）及び「貸
借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成１７年１２月９日）を
適用しております。

（５）設備投資及び資金調達の状況

当期に実施した企業集団の設備投資の総額は５７,４３２百万円であり、その主なものは、投資不動産の取得
であります。
当期に実施した主な資金調達は、当社において実施した、金融機関からの借入れ１３０,０００百万円であり

ます。



－７－

（６）主要な事業内容

当社及びその関係会社は、工業化住宅の設計、施工及び請負並びに不動産の売買、仲介、賃貸借、管理
及びそれらに関連する事業活動を行っております。
各事業部門の位置付けは次のとおりであります。

主要な事業の概要図は次のとおりであります。

工業化住宅請負事業

不 動 産 販 売 事 業

不 動 産 賃 貸 事 業

そ の 他 事 業

●鉄骨系、木質系及びコンクリート系の各種住宅やアパートの設計、施工
及び請負

（当事業に関わる主な子会社）
セキハ（株）、積和建設東東京（株）、積和建設東埼玉（株）、積和建設広島（株）

●住宅、宅地の分譲、分譲宅地上に建築する住宅の設計、施工及び請負並
びに都市再開発事業、商業ビル等の売買

（当事業に関わる主な子会社）
積和不動産（株）、積和不動産関西（株）、積和不動産中部（株）、
積和不動産中国（株）、積和不動産九州（株）、積和不動産東北（株）

●アパート、マンション、商業ビル、店舗等の賃貸借及び管理等
（当事業に関わる主な子会社）
積和不動産（株）、積和不動産関西（株）、積和不動産中部（株）、
積和不動産中国（株）、積和不動産九州（株）、積和不動産東北（株）

●マンション、商業ビル等の設計、施工及び請負並びに住宅のリフォーム、
造園、外構工事の設計、施工及び請負等

（当事業に関わる主な子会社）
積水ハウスリフォーム（株）、グリーンテクノ積和（株）、ランドテック積和（株）

（建築資材の供給） 
  セキハ（株） 他 住宅の施工 

工業化住宅  
請 負 事 業  

その他事業  

不 動 産
販 売 事 業  

不 動 産  
賃 貸 事 業  

不動産の 
賃貸借等 

不動産の販売 

不動産の販売 

部材の供給 

不動産の賃貸借等 

不動産の賃貸借等 

住宅の施工 

商業ビルの施工、住宅のリフォーム等 

顧
　
　
　
　
　
　
客 

（リフォーム事業） 
  積水ハウスリフォーム（株） 

基礎・建方 
及び 

造園・外構 
工事 

（住宅の施工及び 
  　エクステリア事業） 
  積和建設東東京（株） 他  
  グリーンテクノ積和（株） 他 

（不動産売買、仲介、賃貸借、管理等） 
  積和不動産（株）  他 
  エスジーエム・オペレーション（株）  他 

住宅のリフォーム等 

積
　  

　
水
　  

　
ハ
　  

　
ウ
　  

　
ス 

　 

　
（株）
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（７）主要な事業所

①当社の主要な事業所
本 社
東 京 支 社
営 業 本 部 等

支 店
カスタマーズセンター
工 場

研 究 所

大阪市北区大淀中一丁目１番８８号
東京都港区赤坂四丁目１５番１号
東北営業本部（仙台市）、東京営業本部（東京都渋谷区）、神奈川営業本部（横浜市）、
埼玉営業本部（さいたま市）、東関東営業本部（千葉市）、北関東営業本部（宇都宮市）、
中部第一営業本部（名古屋市）、中部第二営業本部（静岡市）、北陸営業本部（金沢市）、
関西第一営業本部（大阪市）、関西第二営業本部（京都市）、中国営業本部（広島市）、
四国営業本部（高松市）、九州営業本部（福岡市）、特建事業本部（大阪市）、マンション
事業本部（大阪市）、開発事業本部（大阪市）、ストック事業部（大阪市）
１４０支店
６５カスタマーズセンター
東北工場（宮城県加美郡色麻町）
関東工場（茨城県古河市）
静岡工場（静岡県掛川市）
滋賀工場（滋賀県栗東市）
山口工場（山口市）
兵庫工場（兵庫県加東市）
浅井工場（滋賀県長浜市）
総合住宅研究所（京都府木津川市）

②重要な子会社の事業所
積 和 不 動 産
積 和 不 動 産 関 西
積 和 不 動 産 中 部
積 和 不 動 産 中 国
積 和 不 動 産 九 州
積 和 不 動 産 東 北
積水ハウスリフォーム
エスジーエム・オペレーション
セ キ ハ

（株）
（株）
（株）
（株）
（株）
（株）
（株）
（株）
（株）

本社：東京都渋谷区代々木二丁目１番１号
本社：大阪市北区大淀中一丁目１番３０号
本社：名古屋市中村区名駅四丁目５番２８号
本社：広島市中区小町１番２５号
本社：福岡市博多区博多駅前三丁目２５番２１号
本社：仙台市青葉区本町二丁目１６番１０号
本社：大阪市北区大淀中一丁目１番９０号
本社：神戸市東灘区向洋町中五丁目１３番地
本社：富山県射水市有磯二丁目２７番３
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（８）重要な子会社の状況

会　　社　　名

積 和 不 動 産 ㈱

積 和 不 動 産 関 西 ㈱

積 和 不 動 産 中 部 ㈱

積 和 不 動 産 中 国 ㈱

積 和 不 動 産 九 州 ㈱

積 和 不 動 産 東 北 ㈱

積 水 ハウスリフォーム㈱

エスジーエム・オペレーション㈱

セ キ ハ ㈱

資 本 金 当社の出資比率

１，６６８百万円

５，８２９百万円

１，３６８百万円

３７９百万円

２６３百万円

２００百万円

１００百万円

４１８百万円

４８０百万円

１００．０％

１００．０％

１００．０％

１００．０％

１００．０％

１００．０％

１００．０％

１００．０％

１００．０％

不動産販売事業、不動産賃貸事業

不動産販売事業、不動産賃貸事業

不動産販売事業、不動産賃貸事業

不動産販売事業、不動産賃貸事業

不動産販売事業、不動産賃貸事業

不動産販売事業、不動産賃貸事業

その他事業

不動産賃貸事業

工業化住宅請負事業

主要な事業内容

（注）連結子会社は６９社、持分法適用会社は７社であります。

（注）上表の従業員は、子会社等へ出向している従業員を含んでおります。

従　業　員　数

２２，２５４名

前期末比増減

５５名減

（９）従業員の状況

①企業集団の状況

借　　　入　　　先

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行

㈱ 三 井 住 友 銀 行

㈱みずほコーポレート銀行

４１，０００百万円

３９，０００百万円

３１，０００百万円

み ず ほ 信 託 銀 行 ㈱ ２１，７００百万円

㈱ り そ な 銀 行 １０，０００百万円

借 入 金 残 高

（１０）主要な借入先

従　業　員　数

１６，１７６名

前期末比増減

７７名減

平　均　年　齢

３８．５歳

平均勤続年数

１４．７年

②当社の状況
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２．会社の状況に関する事項

（１）株式の状況

①
②
③
④

発 行 可 能 株 式 総 数
発 行 済 株 式 の 総 数
株 主 総 数
大　　　　株　　　　主

１，９７８，２８１，０００株
６７６，８８５，０７８株

３４，１５７名
（うち自己株式９１２，０８１株）

株 主 名

積 水 化 学 工 業 株 式 会 社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

ザバンクオブニューヨークメロンアズデポジタリー
バンク フォー デポジタリー レシート ホルダーズ

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

積 水 ハ ウ ス 育 資 会

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー）
サブ アカウント アメリカン クライアント

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー
５０５２２５

７２，１６８千株

３６，５３７千株

３５，３３０千株

３３，４５１千株

３３，３４３千株

１７，９２９千株

１６，１５８千株

１３，６２４千株

１３，３１７千株

１１，８２８千株

持 株 数

（注）１．ザバンクオブニューヨークメロンアズデポジタリーバンクフォーデポジタリーレシートホルダーズは、ＡＤＲ（米国預託証
券）発行のために預託された株式の名義人であります。

（注）２．積水ハウス育資会は当社の従業員持株会であります。

（注）１．上表の執行役員は、取締役を兼務する執行役員を除いております。

①　当事業年度末日における新株予約権の状況
・新株予約権の数 ２０８個
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式　２０８，０００株

（新株予約権１個につき１，０００株）
・新株予約権の区分別保有状況

（２）新株予約権等の状況

区　分
取締役

（うち社外取締役）

１３名

１３名

１４名
（１名）

３０個

３６個

６９個
（２個）

８名

８名

１８名

８個

８個

３９個

１名

１名

─

３個

４個

─

３名

３名

─

５個

６個

─

第１回新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

第２回新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

第３回新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

保有者数 個　数

執行役員

保有者数 個　数

監査役

保有者数 個　数

その他

保有者数 個　数
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（注）２．各新株予約権の行使価額は、全て、１株当たり１円であります。
（注）３．各新株予約権の行使期間は、以下のとおりであります。

第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション） 平成１８年４月２８日から平成３８年４月２７日まで
第２回新株予約権（株式報酬型ストックオプション） 平成１９年６月８日から平成３９年６月７日まで
第３回新株予約権（株式報酬型ストックオプション） 平成２０年６月７日から平成４０年６月６日まで

②　当事業年度中に交付した新株予約権の状況
・新株予約権の名称 第３回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
・新株予約権の数 １０８個
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式　１０８，０００株

（新株予約権１個につき１，０００株）
・新株予約権の発行価額 １株当たり８７６円
・新株予約権の行使価額 １株当たり１円
・新株予約権の行使期間 平成２０年６月７日から平成４０年６月６日まで
・新株予約権の行使の条件
（１）新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役（将来当社が委員会設置会社に移行した場合にお
ける執行役を含む。）、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下「権利行使開
始日」という。）から新株予約権を行使できるものとします。

（２）上記（１）に関わらず、新株予約権者は以下の①②（ただし、②については、新株予約権者に再編対象会
社の新株予約権が交付される場合を除く。）に定める場合には、それぞれに定める期間内に限り新株予
約権を行使できるものとします。
①新株予約権者が平成３９年６月６日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合
平成３９年６月７日から平成４０年６月６日まで

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしく
は株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、
当社取締役会決議がなされた場合）
当該承認日の翌日から１５日間

（３）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することはできないものと
します。

（４）１個の新株予約権を分割して行使することはできないものとします。
（５）その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当
契約書」に定めるものとします。

・新株予約権の取得条項
以下の（１）、（２）、（３）、（４）または（５）の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株
予約権を取得することができます。
（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
（２）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案
（３）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
（４）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること
についての定めを設ける定款の変更承認の議案

（５）新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ
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（注）上表の執行役員は、取締役を兼務する執行役員を除いております。

１４名
（１名）

６９個
（２個）

取締役
（うち社外取締役）
交付者数 個　数

１８名 ３９個

執行役員

交付者数 個　数

区　分

・新株予約権の区分別交付状況

（３）会社役員の状況

地　　位

代表取締役会長

代表取締役社長

取 締 役 副 社 長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常任監査役（常勤）

常任監査役（常勤）

監 査 役

監 査 役

和 田 　 勇

阿 部 俊 則

吉 満 一 男

平 林 文 明

内 田 　 隆

寺 田 順 一

伊 久 哲 夫

取 締 役 畑 中 健 次

板 脇 　 弘

岩 崎 　 正

土 肥 孝 治

専務執行役員（経理財務・情報システム・監査・
ＴＫＣ事業・法人営業担当）

専務執行役員（総務・法務・広報・人事担当、
ＣＳ推進本部長）

常務執行役員（設計・技術担当）

常務執行役員（開発事業本部長兼マンション事業本部長）

弁護士

積水化学工業（株）常勤監査役

常務執行役員（東京支社長）
（株）住まいの図書館 代表取締役社長

満 生 英 二

氏　　名 担当及び他の法人等の代表状況等

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

森 本 　 彰

町 田 勝 彦

和 田 純 夫

稲 垣 士 郎

久保田　芳　郎

松 本 雄 三

シャープ（株）代表取締役会長

副社長執行役員（社長補佐、不動産・特建事業管掌）

ＣＥＯ（最高経営責任者）

ＣＯＯ（最高執行責任者）

専務執行役員（技術管掌、資材担当、国際事業部長）

専務執行役員（環境・施工担当）

常務執行役員（経理財務部長）

常務執行役員（首都圏担当、東京営業本部長）

常務執行役員（生産本部長）

（注）１．当期中に退任した取締役及び監査役は次のとおりであります。
取締役副社長 岩崎　正　平成２０年４月２４日退任
取　締　役　荒川俊治　平成２０年４月２４日退任

①　取締役及び監査役の氏名等

ともしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについて
の定めを設ける定款の変更承認の議案
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区
分

取
　
締
　
役

監
　
査
　
役

氏　　名 兼職する法人等

積和不動産東北（株）
積和不動産（株）
積和不動産関西（株）
積和不動産中部（株）
積和不動産九州（株）
積水ハウスリフォーム（株）
アルメタックス（株）

セキハ（株）

日本住宅ローン（株）

セキハ（株）

和　田　　　勇

和　田　純　夫

稲　垣　士　郎

松　本　雄　三

内　田　　　隆

寺　田　順　一

板　脇　　　弘

ジャパンエクセレントアセットマネジメント（株）
エスジーエム・オペレーション（株）

積和不動産（株）

セキハ（株）
アルメタックス（株）
センコー（株）

取締役会長
取締役
取締役
取締役
取締役
取締役
取締役相談役

取締役

取締役

取締役

取締役
監査役

監査役

監査役
監査役
監査役

岩　崎　　　正

土　肥　孝　治

満　生　英　二

積和不動産東北（株）
積和不動産関西（株）
積和不動産中国（株）
積和不動産九州（株）
積水ハウスリフォーム（株）
関西テレビ放送（株）
（株）小松製作所
関西電力（株）
阪急阪神ホールディングス（株）
カワセコンピュータサプライ（株）

積水化成品工業（株）

監査役
監査役
監査役
監査役
監査役
取締役
監査役
監査役
監査役
監査役

監査役

兼職の内容

取　締　役　平林清秀　平成２０年４月２４日退任
常任監査役　河内健一　平成２０年４月２４日退任
監　査　役　橘A克也　平成２０年４月２４日辞任

２．取締役町田勝彦氏、同寺田順一氏、同伊久哲夫氏、同畑中健次氏、常任監査役岩崎正氏及び監査役満生英二氏は、平
成２０年４月２４日開催の第５７回定時株主総会において新たに選任され、就任いたしました。

３．取締役町田勝彦氏は、会社法第２条第１５号に規定する社外取締役であります。
４．監査役土肥孝治氏及び同満生英二氏は、会社法第２条第１６号に規定する社外監査役であります。
５．当社は、経営機能における意思決定と業務執行を明確に分離することにより経営の迅速化を図り、変化の激しい経済
状況・市場環境に的確に対応できる経営体制の構築のため、執行役員制を導入しており、上記の取締役を兼務する執
行役員のほか、専任の執行役員が１８名（平成２１年１月３１日現在）おります。

６．平成２１年２月１日をもって次のとおり取締役の担当業務に変更がありました。
取　締　役　森本　彰　専務執行役員（施工・積和建設リフォーム事業担当）
取　締　役　稲垣士郎　専務執行役員（経理財務・ＩＴ業務・監査・ＴＫＣ事業・法人営業担当）
取　締　役　松本雄三　常務執行役員（環境担当）
取　締　役　内田　隆　常務執行役員（関連企業担当、経理財務部長）
取　締　役　伊久哲夫　常務執行役員（設計・技術担当、技術本部長）

７．上記のほか、取締役及び監査役の重要な兼職の状況は以下のとおりであります。
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（注）１．上記のうち、株主総会決議に基づく報酬及び株式報酬型ストックオプション（新株予約権）については、平成２０年４
月２４日開催の第５７回定時株主総会終結の日をもって退任した取締役３名及び監査役２名（うち社外監査役１名）を含
んでおります。

２．株主総会決議に基づく報酬は、取締役の報酬等は平成６年４月２７日開催の第４３回定時株主総会決議（月額４,３００万円以
内）に、監査役の報酬等は平成１８年４月２７日開催の第５５回定時株主総会決議（月額９００万円以内）に、それぞれ基づ
き支給しております。

３．株式報酬型ストックオプション（新株予約権）は、平成１９年４月２６日開催の第５６回定時株主総会決議（年額９,０００万
円・新株予約権９０個を上限）に基づき、平成２０年５月１５日開催の取締役会決議により発行したものであります。

４．費用計上した役員賞与は、当期に係るもので、平成２１年４月２３日開催予定の第５８回定時株主総会決議に基づき支給す
る予定であります。

区　　分

地　　位 氏　　名 主な活動状況

取 締 役 町　田　勝　彦
取締役会は１２回中９回出席し、他の会社の経営者としての豊富な知識・経験に
基づく発言を適宜行っております。

監 査 役

監 査 役

土　肥　孝　治

満　生　英　二

取締役会は１４回中１２回、監査役会は１３回中１３回それぞれ出席し、弁護士として
の専門的見地及び他の会社の社外役員としての知識・経験に基づく発言を適宜
行っております。

取締役会は１２回中１１回、監査役会は１０回中１０回それぞれ出席し、他の会社の経
営者としての豊富な知識・経験に基づく発言を適宜行っております。

株 主 総 会 決 議 に 基 づ く 報 酬

株式報酬型ストックオプション（新株予約権）

費 用 計 上 し た 役 員 賞 与

取　締　役
（うち社外取締役）

対象人員 報酬等

１７名
（１名）

１７名
（１名）

１４名
（１名）

４２５百万円
（１３百万円）

６０百万円
（１百万円）

１５０百万円
（２百万円）

監　査　役
（うち社外監査役）

対象人員 報酬等

６名
（３名）

─

─

７２百万円
（２４百万円）

─

─

計
（うち社外役員）

対象人員 報酬等

２３名
（４名）

１７名
（１名）

１４名
（１名）

４９７百万円
（３７百万円）

６０百万円
（１百万円）

１５０百万円
（２百万円）

②　取締役及び監査役の報酬等の額

③　社外役員に関する事項
・当事業年度における主な活動状況

・責任限定契約の内容の概要
社外取締役または社外監査役として任務を怠ったことにより、当社に対して損害を与えた場合であっ
ても、その職務を行うにつき、善意かつ重大な過失がないときは、会社法第４２５条第１項に定める最低
責任限度額まで、その責任を当然に免除するものとする責任限定契約を社外取締役及び社外監査役全員
と締結しております。



－１５－

（注）当社と会計監査人との監査契約においては、会社法に基づく監査の報酬等と金融商品取引法に基づく監査の報酬等とを区
分しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額はこれらの合計額
で記載しております。

（４）会計監査人の状況

①　名称　　　　新日本有限責任監査法人
②　報酬等の額

区　　　　　分

当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額

９０百万円

２２６百万円

報酬等

③　非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）として、

財務報告目的の内部統制の整備・運用・評価等にかかる助言業務等について委託しております。
④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第３４０条に規定する解任事由に該当する場合には、監査役全員の同意に基づき監
査役会が解任するほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役
会の同意または請求により会計監査人の解任または不再任に関する議題を株主総会に提案いたします。

（５）業務の適正を確保するための体制

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（１）当社の企業理念を実践し、法令、定款その他企業倫理を遵守した企業経営を実現するため、当社の役員
及び従業員が遵守すべき行動規範を定める。

（２）取締役を対象としたコンプライアンス研修を定期的に実施して、取締役としての職務を果たす上で必要
となる法令、定款等に関する知識の周知をはかる。

（３）取締役会は、法令、定款、社内規則並びに上記の行動規範に基づいて、経営上の重要事項の決定を行う
とともに、取締役の職務執行を監督する。

（４）取締役会は、代表取締役の指揮命令下でその職務執行を分掌する執行役員を選任し、監督する。
（５）取締役会は法令及び取締役会規則に基づいて原則として月１回開催する。
（６）代表取締役及び執行役員は、取締役会においてその職務の執行状況を報告する。
（７）監査役は、法令及び社内規則に定める監査基準に基づいて、取締役及び執行役員の職務執行を監査する。
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）を、取締役及び監査役
等が必要に応じて閲覧可能な状態で適正に保存及び管理する。
①　株主総会、取締役会、その他取締役が出席する重要会議に関する議事録及び関連資料
②　取締役が職務執行に関して決裁した重要な文書（稟議申請書及び関連資料等）
③　取締役が職務執行に関して作成した重要な文書（契約書、覚書、報告書等）
④　その他取締役の職務執行に関する重要な文書

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（１）全社的なリスク管理に関する規則を整備し、定期的に社内に存在するリスクに関する評価と管理を行う。
（２）自然災害、その他会社に著しい損害を及ぼすおそれのある緊急事態が発生したときの危機管理体制につ
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いて、規則を整備し、社内への周知徹底をはかる。
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
執行役員及び従業員を通じて行う取締役の職務の執行が効率的に行われるよう、職務分掌を規則で定め、
権限と責任を明確にする。
５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（１）当社の企業理念に基づいて使用人がとるべき行動規範を定め、その違反に対しては、就業規則等の社内
規則に基づいて適正な処分を行う。

（２）研修を通じて、業務に必要な法令知識及び上記の行動規範の使用人への周知徹底をはかる。
（３）社外の有識者も委員に加わった社長直轄のＣＳＲ委員会とコーポレート・コミュニケーション部に設置
するＣＳＲ室が中心になり、コンプライアンス体制の整備を含むＣＳＲの推進を行う。

（４）内部通報窓口を通して、社内での法令違反等に関する情報の迅速な収集と適正な対応を可能にする。
（５）内部監査部門による監査を定期的に実施する。
６．企業集団における業務の適正を確保するための体制
（１）各部門が各担当業務に応じて子会社の業務を指導、監督するとともに、子会社管理を所轄する専門部門
を設置し、子会社に対する総括的な指導、監督を行う。

（２）当社から子会社の取締役又は監査役を派遣して、子会社の取締役の職務執行を監督し、又は監査する。
（３）内部監査部門を有しない子会社に対しては、当社の内部監査部門が監査を定期的に実施する。
（４）当社の内部通報窓口では、子会社の従業員からの内部通報も受理するものとし、子会社での法令違反等
に関する情報の迅速な収集と適正な対応を可能にする。

（５）会社の規模、事業内容、機関設計等の各子会社の経営環境を踏まえ、各子会社に適した自律的な内部統
制システムの構築を指導し、監督する。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役が必要とする場合、監査役の職務を補助する使用人を選任する。使用人の人選等については監査

役会の意向を尊重し、協議の上決定する。
８．７の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務補助者として選任した使用人は、監査役から要請を受けた業務に関して上長の指揮命令を
受けないものとし、当該使用人の異動、評価、懲戒については、監査役会の意見を尊重して決定する。
９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制
（１）取締役及び執行役員は、監査役が出席する取締役会その他の重要会議において、担当する職務の執行状
況を随時報告する。

（２）取締役及び執行役員は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき、直ち
に監査役に報告する。

（３）稟議書、取締役会等の重要会議の議事録、内部監査部門が作成する監査報告書、その他監査役の監査業
務に係わる重要書類については、監査役に回付する。

１０．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（１）監査役と内部監査部門は意見交換を密にして堅密な連携を保ち、各監査業務が効率的かつ実効的に行わ
れるよう相互に協力する。

（２）監査役と会計監査人は定期的に会合をもち、各監査業務が効率的かつ実効的に行われるよう相互に協力
する。

（注）事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　貸　借　対　照　表
（平成２１年１月３１日現在）

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　額
（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 預 金
受取手形及び完成工事未収入金
有 価 証 券
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

（１，３８７，２３７）

９５１，２００

１２４，５１７

１３，１８０

２，０４９

７３７，８７１

４５，５０５

２９，５４９

△１，４７３

科　　　　目 金　　額
（負　債　の　部）

流 動 負 債

支払手形及び工事未払金
未 払 法 人 税 等
未 成 工 事 受 入 金
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
完 成 工 事 補 償 引 当 金
そ の 他 の 流 動 負 債

（６３３，１０７）

３０２，５７６

１４９，９３５

５，９５７

８４，７２６

１２，３３７

５９４

２，６６０

４６，３６４

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

社 債
長 期 借 入 金
預 り 敷 金 及 び 保 証 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
負 の の れ ん
そ の 他 の 固 定 負 債

４３６，０３６

２７７，８０８

１８６，５５４

２３７，５２２

３３１，８９５

△１，３５５

７５４，６１６

負債及び純資産合計 １，３８７，２３７

株 主 資 本

（７５４，１３０）（純 資 産 の 部）

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

△９６０

△８

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

３３０，５３０

１２６，６２０

１３，５００

５，１１５

１２７，７１２

４，８５９

５９，９８１

１９０，０００

５５，６１１

２１，５６１

１，２２２

５

２，１４７

△９６９評価・換算差額等

３２３

１５８

少 数 株 主 持 分

新 株 予 約 権

投資その他の資産

資　産　合　計

投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
その他の投資その他の資産
貸 倒 引 当 金

１４９，０４６

６１，７７７

３２，４９１

４，８９３

１２，３７４

３８，８９６

△１，３８６

無 形 固 定 資 産

工 業 所 有 権
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

９，１８１

３６

２，０１１

６，１５３

１１５

８６５

１，３８７，２３７



－１８－

連　結　損　益　計　算　書
（平成２０年２月１日から平成２１年１月３１日まで）

（単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
持 分 法 に よ る 投 資 利 益
雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息
雑 支 出

経 常 利 益

特 別 損 失

販 売 用 不 動 産 評 価 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
事 業 計 画 変 更 損 失
固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損
減 損 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

２，６６１

４６６

５，８７３

２，６１８

３，２６９

３４，８８２

９，２９９

２，８１８

１，４６８

９８０

１，５１４，１７２
１，２２２，９２３
２９１，２４９

２１７，２８８

７３，９６０

９，０００

５，８８８

７７，０７２

４９，４４８

２７，６２３

１５，５１９

５５３

３４

１１，５１６



－１９－

連結株主資本等変動計算書
（平成２０年２月１日から平成２１年１月３１日まで）

（単位：百万円）

平成２０年１月３１日残高

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の消却
自己株式の処分

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

連結会計年度中の
変動額合計

平成２１年１月３１日残高

株主資本

資本金

１８６，５５４

─
─
─
─
─

─

─
─
─

△１６，６０４
─

△１６，６０４

△１６，２３２
１１，５１６

─
△４０，８３２
△１２０

△４５，６６９

─
─

△５６９
５７，４３７
３０７

５７，１７５

△１６，２３２
１１，５１６
△５６９
─
１８７

─────

△５，０９８

１８６，５５４ ２３７，５２２ ３３１，８９５ △１，３５５ ７５４，６１６

２５４，１２６ ３７７，５６４ △５８，５３０ ７５９，７１５

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

平成２０年１月３１日残高

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

連結会計年度中の
変動額合計

平成２１年１月３１日残高

評価・換算差額等

その他
有価証券
評価差額金

１０，８９３

△１１，８５４

△１１，８５４

△４

△４

△１１，８５８

△１１，８５８

─
─
─
─
─

─
─
─
─
─

─
─
─
─
─

△１６，２３２
１１，５１６
△５６９
─
１８７

△１１，７３５

△１６，８３３

△９６０ △８ △９６９ ７５４，１３０

△４ １０，８８９

９１

９１

─
─
─
─
─

１５８

６７

３１

３１

─
─
─
─
─

３２３

２９２ ７７０，９６３

評価・換算
差額等合計

繰延
ヘッジ
損益

少数株主
持分

新株
予約権

純資産
合計

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の消却
自己株式の処分



連結子会社の数 ６９社
積和不動産（株）、積和不動産関西（株）、積和不動産中部（株）、
積和不動産中国（株）、積和不動産九州（株）、積和不動産東北（株） ほか
子会社６９社は全て連結しています。
連結範囲の異動状況
積和建設埼玉北（株）他１１社が他の子会社との合併により減少しています。他に、新規設立により１社増加し、ま
た清算結了により１社が、持分売却に伴う関連会社への異動により１社が、それぞれ減少しています。

持分法を適用した関連会社の数 ７社
アルメタックス（株）、日本パワーファスニング（株）、日本住宅ローン（株） ほか
関連会社７社の投資については全て持分法を適用しています。
持分法適用範囲の異動状況
持分売却に伴う子会社からの異動により１社増加しています。

連結子会社のうち、スカイレールサービス（株）の決算日は３月３１日です。連結計算書類の作成にあたっては、同社
について１月３１日現在で仮決算を行いその計算書類を使用しています。

①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ　有価証券

満期保有目的の債券 …………………………………………………………………………償却原価法（定額法）
その他有価証券
時価のあるもの……………………………………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの………………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法

ロ　デリバティブ……………………………………………………………………………………………………時価法
ハ　たな卸資産

未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地 ……………………………個別法に基づく原価法
その他のたな卸資産……………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産……建物（建物附属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産について

は定率法を採用しています。

－２０－

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（１）連結の範囲

（２）持分法の適用

（３）連結子会社の事業年度

（４）会計処理基準

連　結　注　記　表



－２１－

（追加情報）
当連結会計年度より、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律（平成
１９年３月３０日　法律第６号）及び法人税法施行令の一部を改正する政令（平成
１９年３月３０日　政令第８３号））に伴い、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固
定資産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌連結会計年度から５年
間で均等償却する方法によっています。なお、この変更に伴う営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益に与える影響額は３５６百万円です。

無 形 固 定 資 産……定額法を採用しています。
③　重要な引当金の計上基準

……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しています。

……従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負
担すべき額を計上しています。

……役員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。
……建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、過去の
完成工事及び分譲建物に係る補修費等の実績を基準として計上しています。

……従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しています。なお、数理計算上の差異は、５年によ
る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する
こととしています。また、過去勤務債務については、５年による定額法により按
分した額を発生した連結会計年度から費用処理することとしています。

……役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく連結会計年度
末現在の要支給額を計上しています。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま
す。

⑤　重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっています。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ　ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は
振当処理を採用しています。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象
外貨建金銭債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約取引をヘッジ手段としています。

ハ　ヘッジ方針
為替の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は輸入取引
高の範囲内に限定しています。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されている
ため、ヘッジの有効性評価を省略しています。

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金
完成工事補償引当金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金



（２）有形固定資産の減価償却累計額 １６７，８７０百万円

（３）保証債務
住宅ローン利用者のための借入保証債務 ７３，６４４百万円

（追加情報）
資産の保有目的の変更
前連結会計年度末においてたな卸資産に計上していた販売用不動産１２,３３４百万円を固定資産に振替しています。
また、前連結会計年度末に固定資産として計上していた投資不動産２,９２０百万円をたな卸資産に振替しています。

担保に供している資産

種　　　類

定期預金

期末帳簿価額

７５９

株式

建物

土地

合計

１３

６６１

３，５６３

４，９９７

担保に係る債務

内　　　容

取引先からの預り金

期末残高

７５９

ＰＦＩ水と緑の健康都市（株）
（関係会社）の債務

預り保証金

定期借地権設定預り保証金
取引先の銀行借入

合計

─

１８０

１，３６１
８１６

３，１１７

２．連結貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 （単位：百万円）

⑦　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。なお、不動産賃貸事業を主要な事業とする連
結子会社における固定資産に係る控除対象外消費税等については、その他の投資その他の資産に計上し、５年
間で均等償却を行っています。その他の控除対象外消費税等は、発生連結会計年度の期間費用としています。

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。

のれん及び負ののれんは、実質的判断による償却期間の見積りが可能なものはその見積り年数で、その他について
は５年間で、発生した連結会計年度より均等償却を行っています。なお、金額が僅少なものについては、発生した
連結会計年度の損益として処理しています。

－２２－

（６）のれん及び負ののれんの償却

（５）連結子会社の資産及び負債の評価



－２３－

普通株式 ６７５，７９５，７１０株

①　配当金支払額等
イ　平成２０年４月２４日開催の第５７回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 ８，１１６百万円
・１株当たり配当額 １２円
・基準日 平成２０年１月３１日
・効力発生日 平成２０年４月２５日

ロ　平成２０年９月１日開催の取締役会決議による配当（中間配当）に関する事項
・配当金の総額 ８，１１６百万円
・１株当たり配当額 １２円
・基準日 平成２０年７月３１日
・効力発生日 平成２０年９月３０日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの
平成２１年４月２３日開催予定の第５８回定時株主総会において次のとおり付議します。
・配当金の総額 ８，１１１百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 １２円
・基準日 平成２１年１月３１日
・効力発生日 平成２１年４月２４日

普通株式 ２０８，０００株

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当連結会計年度末における発行済株式の総数

４．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 １，１１５円２０銭

（２）１株当たり当期純利益 １７円０４銭

（２）剰余金の配当に関する事項

（３）当連結会計年度末における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

（注）連結計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。



科　　　　目 金　　額
（資　産　の　部）

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投資その他の資産

資　産　合　計

現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
不 動 産 事 業 売 掛 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
分 譲 用 建 物
分 譲 用 土 地
未 成 分 譲 用 土 地
半 製 品 及 び 仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

社 債
長 期 借 入 金
預 り 敷 金 及 び 保 証 金
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他 の 固 定 負 債

工 業 所 有 権
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
敷 金 及 び 保 証 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
その他の投資その他の資産
貸 倒 引 当 金

（１，２５６，０７５）

８７４，５５６

３８１，５１８

２１４，６７８

１５９，１０７

負債及び純資産合計 １，２５６，０７５

△８９９
△２

△９０２

△１，１８６

８５，１８９
１４８

９，４６９
３３８

２，０００
４１，１３８
１０１，２３５
５００，８０７
６１，５３５
２，９２１
２，７５７
１，０９５
５，６４７
１１，９４９
４１，０９６
８，２４３
△１，０２０

科　　　　目 金　　額
（負　債　の　部）

流 動 負 債

固 定 負 債

支 払 手 形
買 掛 金
工 事 未 払 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 成 工 事 受 入 金
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
完 成 工 事 補 償 引 当 金
そ の 他 の 流 動 負 債

（５８３，２４７）

３０４，２７５

２７８，９７１

６０，８１２
４１，１４５
４１，２０４
３，３２３
１４，７１０
６６２

５，２３３
５１，１１６
５，９１７
６９，０３４
８，３０１
１５０

２，６５９
４

８４，５０５
４，３３３
１２，６６１
１２２

３，８２５
１０７，３４８
１，８８１

５９，９８１
１９０，０００
９，２７１
１９，０９１
６２７

２３
１，６０８
５，４００
１７
６８３

５８，０１３
３７，８６４
３２，２７９
１３，５０４
７５３

４，５２２
７，７５５
５，３３５
△９２２

貸　借　対　照　表
（平成２１年１月３１日現在）

（単位：百万円）

無 形 固 定 資 産

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
配 当 準 備 積 立 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

７，７３２

２４２，３０７

１８６，５５４

６７３，５７１

（６７２，８２７）

資 本 剰 余 金

資 本 金

株 主 資 本

（純資産の部）

利 益 剰 余 金

２３，１２８
２２２，７６６
１８，０００
２０１，８００
２，９６６

２４２，３０７

その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等

自 己 株 式

２４５，８９５

１，２５６，０７５

１５８新 株 予 約 権

－２４－



－２５－

損　益　計　算　書
（平成２０年２月１日から平成２１年１月３１日まで）

（単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売 上 高

完 成 工 事 高
不 動 産 事 業 売 上 高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価
不 動 産 事 業 売 上 原 価

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益
不 動 産 事 業 売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息
社 債 利 息
雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益
特 別 損 失

販 売 用 不 動 産 評 価 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
事 業 計 画 変 更 損 失
固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損
関 係 会 社 株 式 評 価 損
減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

８５１，７５９

２４８，７４１

６８４，６９４

１９２，２１２

１６７，０６４

５６，５２９

４，７５５

５，５４５

１，２３５

１，３６７

２，９１３

４１

３３，００６

９，２９９

２，８１８

１，２４７

８８９

８２１

１，１００，５００

８７６，９０６

２２３，５９４

１７０，３０７

５３，２８６

１０，３０１

５，５１６

５８，０７１

４１

４８，０８２

１０，０２９

５，５９８

２，６５１

１，７８０



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（平成２０年２月１日から平成２１年１月３１日まで）

（単位：百万円）

平成２０年１月３１日残高

事業年度中の変動額
剰余金の配当
別途積立金の取崩
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の消却
自己株式の処分

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計
平成２１年１月３１日残高

株主資本

資本金

１８６，５５４

─
─
─
─
─
─

─

１８６，５５４

資本剰余金

資本
準備金

利益
準備金

利益
剰余金
合計

その他利益剰余金

配当準備
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益剰余金

２４２，３０７

─
─
─
─
─
─

─

２４２，３０７

１６，６０４

─
─
─
─

△１６，６０４
─

△１６，６０４

２５８，９１２

─
─
─
─

△１６，６０４
─

△１６，６０４

２４２，３０７

２３，１２８

─
─
─
─
─
─

─

２３，１２８

１８，０００

─
─
─
─
─
─

─

１８，０００

２０６，８００

─
△５，０００

─
─
─
─

△５，０００

２０１，８００

５３，３７２

△１６，２３２
５，０００
１，７８０
─

△４０，８３２
△１２０

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ──

△５０，４０５

２，９６６

３０１，３００

△１６，２３２
─

１，７８０
─

△４０，８３２
△１２０

△５５，４０５

２４５，８９５

平成２０年１月３１日残高

事業年度中の変動額
剰余金の配当
別途積立金の取崩
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の消却
自己株式の処分

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計
平成２１年１月３１日残高

株主資本 評価・換算差額等

自己株式

△５８，３６２

─
─
─

△５６９
５７，４３７
３０７

─

５７，１７６

△１，１８６

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

純資産
合計

６８８，４０４

△１６，２３２
─

１，７８０
△５６９
─
１８７

─

△１４，８３３

６７３，５７１

１０，８７１

─
─
─
─
─
─

△１１，７７１

△１１，７７１

△８９９

△４

─
─
─
─
─
─

１

１

△２

評価・
換算
差額等
合計

１０，８６７

─
─
─
─
─
─

△１１，７６９

△１１，７６９

△９０２

６９９，３３９

△１６，２３２
─

１，７８０
△５６９
─
１８７

△１１，６７８

△２６，５１１

６７２，８２７

新株
予約権

６７

─
─
─
─
─
─

９１

９１

１５８

－２６－



－２７－

個　別　注　記　表

①　有価証券
満期保有目的の債券 ……………………………………………………………………………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式……………………………………………………………移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
時価のあるもの………………………………………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの…………………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法

②　デリバティブ………………………………………………………………………………………………………時価法
③　たな卸資産
未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地……………………………個別法に基づく原価法
半製品及び仕掛品、原材料及び貯蔵品…………………………………………………移動平均法に基づく原価法

……建物（建物附属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産については定率
法を採用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準
によっています。
（追加情報）
当事業年度より、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律（平成１９年３月
３０日　法律第６号）及び法人税法施行令の一部を改正する政令（平成１９年３月３０日　政
令第８３号））に伴い、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、償却
可能限度額まで償却が終了した翌事業年度から５年間で均等償却する方法によっていま
す。なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響額は
３１１百万円です。

……定額法を採用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の
基準によっています。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
います。

……従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額
を計上しています。

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

（４）引当金の計上基準



……取締役に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。
……建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、過去の完成工
事及び分譲建物に係る補修費等の実績を基準として計上しています。

……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しています。なお、数理計算上の差異は、５年による定額法により按
分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。また、過
去勤務債務については、５年による定額法により按分した額を発生した事業年度から費
用処理することとしています。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引にかかる方法に準じた会計処理によっています。

①　ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振
当処理を採用しています。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
外貨建金銭債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約取引をヘッジ手段としています。

③　ヘッジ方針
為替の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は輸入取引高
の範囲内に限定しています。

④　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているた
め、ヘッジの有効性評価を省略しています。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。なお、控除対象外消費税等は、発生事業年度の期
間費用としています。

（５）リース取引の処理方法

（６）ヘッジ会計の方法

（７）消費税等の会計処理

－２８－

役 員 賞 与 引 当 金
完成工事補償引当金

退 職 給 付 引 当 金

２．貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

種　　　類 期末帳簿価額

株式

土地

合計

２

３，３７１

３，３７３

担保に係る債務

内　　　容 期末残高

ＰＦＩ水と緑の健康都市（株）
（関係会社）の債務

定期借地権設定預り保証金

合計

─

１，３６１

１，３６１

（単位：百万円）



－２９－

住宅ローン利用者のための借入保証債務 ７３，０１７百万円

短期金銭債権 １，９７２百万円
長期金銭債権 １，９４９百万円
短期金銭債務 ７２，８１３百万円

長期貸付金（住宅取得資金の貸付） １２百万円

資産の保有目的の変更
前事業年度末において分譲用建物及び分譲用土地に計上していた販売用不動産１１，９７２百万円を固定資産に振替し
ています。

（２）有形固定資産の減価償却累計額 １４７，３２９百万円

（３）保証債務

（４）関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

（５）取締役に対する金銭債権及び金銭債務

（追加情報）

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売上高 １２，３７５百万円
仕入高 ２２７，０５８百万円
営業外収入 ３８７百万円

株式の種類 普通株式

前事業年度末株式数 ３３，０１９，８００株
増加株式数 ６０５，４７４株
減少株式数 ３２，７１３，１９３株
当事業年度末株式数 ９１２，０８１株

（注）１．増加株式数の内訳
単元未満株式の買取による増加 ６０５，４７４株

２．減少株式数の内訳
株式消却による減少 ３２，５００，０００株
単元未満株式の売渡による減少 ２１１，１９３株
ストックオプション行使による減少 ２，０００株

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び数に関する事項



－３０－

繰延税金資産
販売用不動産評価損 ３９，８６２百万円
退職給付引当金 ８，０５７百万円
投資有価証券評価損 ３，９７７百万円
減損損失累計額 ３，６２６百万円
賞与引当金 ３，３５３百万円
完成工事補償引当金 １，０７４百万円
その他有価証券評価差額金 ６０９百万円
未払社会保険料 ３９５百万円
その他 １，４３７百万円
繰延税金資産小計 ６２，３９０百万円
評価性引当額 △１１，３５６百万円
繰延税金資産合計 ５１，０３４百万円

繰延税金負債
前払年金費用 △１，８２７百万円
その他 △３５４百万円
繰延税金負債合計 △２，１８２百万円
繰延税金資産と繰延税金負債の純額 ４８，８５２百万円

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）１．評価性引当額の主なものは、投資有価証券評価損及び減損損失累計額のうちスケジューリング不能と判断
したものです。

２．当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれています。
流動資産－繰延税金資産 ４１，０９６百万円
固定資産－繰延税金資産 ７，７５５百万円
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（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

建 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
ソ フ ト ウ エ ア

合　　　計

５，２４４
０
６３

１，６４１
３５０

７，２９９

２２，５６８
８

１０１
５，２３７
７９２

２８，７０８

２７，８１２
８

１６４
６，８７９
１，１４２

３６，００８

取得価額相当額 減価償却累計額
相当額

期末残高相当額

（注）取得価額相当額は、利息相当額を控除して算定しています。

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（単位：百万円）

（２）未経過リース料期末残高相当額
１年内 ４，０４９百万円
１年超 ３，８０６百万円
合計 ７，８５５百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ５，４７０百万円
減価償却費相当額 ５，００７百万円
支払利息相当額 ２３２百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法により算定しています。

（５）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法に
よっています。

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しています。

（注）未経過リース料期末残高相当額は、利息相当額を控除して算定しています。

（注）計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

７．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 ９９５円１１銭

（２）１株当たり当期純利益 ２円６３銭
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独立監査人の監査報告書

平成２１年３月１３日

積水ハウス株式会社
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

●●●● 公認会計士　市　田　　　龍◯印

●●●● 公認会計士　渡　部　　　健◯印

●●●● 公認会計士　井　上　正　彦◯印

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、積水ハウス株式会社の平成２０年２月１日から平

成２１年１月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、積水ハウス株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及

び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上上
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独立監査人の監査報告書

平成２１年３月１３日

積水ハウス株式会社
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

●●●● 公認会計士　市　田　　　龍◯印

●●●● 公認会計士　渡　部　　　健◯印

●●●● 公認会計士　井　上　正　彦◯印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

会計監査人の監査報告書　謄本

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、積水ハウス株式会社の平成２０年２月１日

から平成２１年１月３１日までの第５８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明

細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を

検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上上
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監　査　報　告　書

平成２１年３月１９日

積水ハウス株式会社 監査役会
常任監査役（常勤）板　脇　　　弘◯印
常任監査役（常勤）岩　崎　　　正◯印
監 査 役　　　土　肥　孝　治◯印
監 査 役　　　満　生　英　二◯印

監査役会の監査報告書　謄本

当監査役会は、平成２０年２月１日から平成２１年１月３１日までの第５８期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、業務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役、執行役員及び監査部その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び執行役員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）の状況を監視いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情
報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年
度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

１５９条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以　上
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議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、次のとおりとさせていただきたく存じます。
１．剰余金の処分に関する事項

株主の皆様への利益還元と内部留保とのバランスを考慮し、配当原資の一部に充当するため、以
下のとおり別途積立金の一部を繰越利益剰余金に振替いたしたく存じます。
（１）減少する剰余金の項目及びその額
別途積立金 １５，０００，０００，０００円

（２）増加する剰余金の項目及びその額
繰越利益剰余金 １５，０００，０００，０００円

２．期末配当に関する事項
当期の期末配当につきましては、利益の状況及び将来の事業展開等を勘案いたしまして、以下の
とおり１株につき１２円とさせていただきたく存じます。（平成２０年９月３０日に中間配当金として１
株につき１２円を支払済でありますので、当期の配当金は１株につき２４円となります。）
（１）配当財産の種類
金銭

（２）配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金１２円 総額 ８，１１１，６７５，９６４円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
平成２１年４月２４日

第２号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由

「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する
法律」（平成１６年法律第８８号）の施行により、平成２１年１月５日をもって株券電子化が実施された
ことに伴い、次のとおり変更を行うものであります。
（１）株券を発行する旨の定めを廃止する定款変更の決議がされたものとみなされておりますので、第
７条（株券の発行）をはじめとする株券に関する規定を削除するものであります。

（２）「実質株主」及び「実質株主名簿」は、株券電子化以前の制度上の語句であり、根拠法令であり
ました「株券等の保管及び振替に関する法律」が廃止されておりますので、これらに関する規定
を削除するものであります。

（３）株券喪失登録簿は、株券電子化の施行日の翌日から１年を経過する日まで作成して備え置くこと
とされておりますので、附則として所要の規定を設けるものであります。

（４）その他削除に伴う条数の繰り上げ及び条項の整理を行うものであります。

株主総会参考書類
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２．変更の内容
（下線は変更部分を示しております。）

現　行　定　款 変　　更　　案

（株券の発行）
第７条　当会社は株式に係る株券を発行する。

（自己の株式の取得）
第８条　当会社は、会社法第１６５条第２項の規定により、

取締役会の決議によって自己の株式を取得するこ
とができる。

（自己の株式の取得）
第７条 （現行どおり）

（単元株式数及び単元未満株券の不発行）
第９条　当会社の単元株式数は、１，０００株とする。

（単元株式数）
第８条 （現行どおり）

（単元未満株式についての権利）
第１０条　当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、

その有する単元未満株式について、次に掲げる権
利以外の権利を行使することができない。
１．会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利
２．会社法第１６６条第１項の規定による請求をす
る権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当
て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

４．次条に定める請求をする権利

（単元未満株式についての権利）
第９条　当会社の株主は、その有する単元未満株式につい

て、次に掲げる権利以外の権利を行使することが
できない。
１．会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利
２．会社法第１６６条第１項の規定による請求をす
る権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当
て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

４．次条に定める請求をする権利

（単元未満株式の買増請求）
第１１条　当会社の株主は、その有する単元未満株式の数と

併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すこと
を当会社に対して請求（以下「買増請求」という。）
することができる。

②　買増請求をすることができる時期、請求の方法等
については、株式取扱規則に定めるところによる。

（単元未満株式の買増請求）
第１０条　当会社の株主は、その有する単元未満株式の数と

併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すこと
を当会社に対して請求することができる。

（株主名簿管理人）
第１２条　当会社は株主名簿管理人を置く。

（株主名簿管理人）
第１１条 （現行どおり）

②　株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役
会の決議によって定め、これを公告する。

② （現行どおり）

②　当会社は、第７条の規定にかかわらず、単元未満
株式に係る株券を発行しない。但し、株式取扱規
則に定めるところについてはこの限りではない。

（削　除）

（削　除）

（削　除）
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現　行　定　款 変　　更　　案

③　当会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。以下同
じ。）、株券喪失登録簿及び新株予約権原簿の作成
及び備置きその他の株主名簿、株券喪失登録簿及
び新株予約権原簿に関する事務は、これを株主名
簿管理人に委託し、当会社においては取扱わない。

③　当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成及び
備置きその他の株主名簿及び新株予約権原簿に関
する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当
会社においては取扱わない。

附　則
第１条　当会社の株券喪失登録簿の作成及び備置きその他

の株券喪失登録簿に関する事務は、これを株主名
簿管理人に委託し、当会社においては取扱わない。

第２条　前条及び本条は、平成２２年１月６日をもって削除
する。

第１３条～第３９条 （記載省略） 第１２条～第３８条 （現行どおり）

（新　設）

（新　設）
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氏　　　　名
（生年月日）

候補者
番　号

略　　　　　　　　　歴
（他の法人等の代表状況）

（１）所有する当社の
株式の数

（２）当社との間の
特別の利害関係

土 肥 　 孝 治
（昭和８年７月１２日生）

１

昭和３３年４月　検事任官
昭和５９年１１月　最高検察庁検事就任
平成５年７月　大阪高等検察庁検事長就任
平成７年７月　東京高等検察庁検事長就任
平成８年１月　検事総長就任
平成１０年７月　弁護士登録、現在に至る。
平成１４年４月　当社監査役就任、現在に至る。

（１）１２，０００株
（２）なし

三 枝 　 輝 行
（昭和１５年１１月１６日生）

昭和３８年４月 （株）阪神百貨店入社
平成７年６月　同社代表取締役取締役社長就任
平成１３年６月　神姫バス（株）監査役就任、現在に至る。
平成１７年６月 （株）阪神百貨店代表取締役取締役会長就任
平成１８年６月　同社相談役就任
平成１９年６月 （株）サエグサ流通研究所代表取締役就任、

現在に至る。

（１）０株
（２）なし２

第３号議案　監査役２名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって監査役土肥孝治氏は任期満了となります。
つきましては、監査体制の一層の強化を図るためさらに１名増員し、新たに監査役２名の選任をお願
いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１．土肥孝治氏及び三枝輝行氏は、社外監査役候補者であります。
２．社外監査役候補者に関する事項は以下のとおりであります。
（１）選任理由について
土肥孝治氏につきましては、弁護士としての専門的見地及び他の会社の社外役員としての知識・経験を、三枝輝行氏
につきましては、他の会社の経営者としての豊富な知識・経験を、それぞれ当社の監査体制の強化に活かしていただ
くため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

（２）社外監査役に就任してからの年数
土肥孝治氏は、現在、当社の社外監査役であり、在任期間は本定時株主総会終結の時をもって７年となります。

（３）責任限定契約について
当社は、土肥孝治氏との間に、社外監査役として任務を怠ったことにより、当社に対して損害を与えた場合であって
も、その職務を行うにつき、善意かつ重大な過失がないときは、会社法第４２５条第１項に定める最低責任限度額まで、
その責任を当然に免除するものとする責任限定契約を締結しており、三枝輝行氏との間にも同様の責任限定契約を締
結する予定であります。

第４号議案　役員賞与支給の件
当期の功労に報いるため、業績等を勘案して、当期末の取締役１４名に対し総額１５０百万円の役員賞与

を支給したいと存じます。なお、各取締役に対する支給金額については取締役会にご一任願いたいと存
じます。

以　上
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ご　案　内 
本 定 時 株 主 総 会 の 会 場 は 、 下 記 の と お り で  
ご ざ い ま す 。  

大阪市北区大淀中一丁目１番30号 

梅田スカイビル  タワーウエスト３階 

梅田ステラホール 

梅田ランプ 

●【ＪＲ大阪駅】中央北口より 徒歩１５分 
●【阪急梅田駅】茶屋町口より 徒歩１５分 
●【地下鉄御堂筋線梅田駅】５番出口より 徒歩１５分 


